
貸　　借　　対　　照　　表

2022年３月31日現在

九州電力送配電株式会社 (単位  百万円)

金　　　　額 金　　　　額

1,810,473  1,350,380  

1,567,090  466,555  

1,518  891  

22,227  1,710  

7  850,402  

575,118  28,763  

230,294  2,057  

665,565  427,679  

72,358  99,556  

1,111  31,888  

187,284  35,136  

182,479  29,106  

4,804  5,615  

54,986  2,068  

19,015  154,441  

996  69,416  

28  449  

7,762  1,778,059  

27,210  

△ 27  145,960  

113,547  20,000  

1  121,757  

31,950  5,000  

35,565  116,757  

16,837  4,202  

1,108  4,202  

30,155  4,202  

282  145,960  

△ 2,353  

1,924,020  1,924,020  

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金前 払 費 用

貯 蔵 品

そ の 他 資 本 剰 余 金諸 未 収 入 金

雑 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

関 係 会 社 短 期 債 権

純 資 産 合 計

合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

預 り 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

関 係 会 社 短 期 債 務

諸 前 受 金

雑 流 動 負 債

未 払 費 用

買 掛 金

未 払 税 金

未 払 金

配 電 設 備

事 業 外 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

除 却 仮 勘 定

雑 固 定 負 債

業 務 設 備 １年以内に期限到来の固定負債

流 動 負 債

関 係 会 社 長 期 債 務新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 設 備

退 職 給 付 引 当 金送 電 設 備

変 電 設 備

水 力 発 電 設 備 長 期 未 払 債 務

リ ー ス 債 務

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目

電 気 事 業 固 定 資 産 社 債

固 定 資 産 固 定 負 債

内 燃 力 発 電 設 備

第３期 決算公告



損    益    計    算    書

金         額 金          額

582,433 598,424

582,361 598,343

水 力 発 電 費 236 電 灯 料 10,188

内 燃 力 発 電 費 23,788 電 力 料 8,739

新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 費 6 地 帯 間 販 売 電 力 料 6,196

地 帯 間 購 入 電 力 料 7,699 他 社 販 売 電 力 料 69,436

他 社 購 入 電 力 料 151,608 託 送 収 益 483,819

送 電 費 76,116 事 業 者 間 精 算 収 益 4,759

変 電 費 37,215 電 気 事 業 雑 収 益 15,203

配 電 費 142,144

販 売 費 21,051

休 止 設 備 費 161

一 般 管 理 費 76,086

賠 償 負 担 金 相 当 金 5,786

廃炉円滑化負担金相当金 3,513

電 源 開 発 促 進 税 31,208

事 業 税 5,737

電力費振替 勘定 (貸 方 ) △ 1

72 80

見守りサービス事業営業費用 72 見守りサービス事業営業収益 80

( 15,990 )

10,333 1,402

9,209 22

支 払 利 息 9,209 受 取 利 息 22

1,123 1,379

固 定 資 産 売 却 損 73 固 定 資 産 売 却 益 77

雑 損 失 1,050 雑 収 益 1,302

592,767 599,826

7,059

4,420

インバランス収支還元損失 4,420

2,639

2,934

法 人 税 等 2,310

法 人 税 等 調 整 額 624

295

2021年４月１日から
2022年３月31日まで

科　　　　　　目 科　　　　　　目

収　　　益　　　の　　　部

電 気 事 業 営 業 費 用

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

費　　　用　　　の　　　部

営 業 利 益

営 業 外 費 用

当 期 経 常 費 用 合 計

特 別 損 失

営 業 収 益

財 務 費 用

営 業 外 収 益

当 期 経 常 収 益 合 計

事 業 外 収 益

財 務 収 益

当 期 純 損 失

当 期 経 常 利 益

法 人 税 等

税 引 前 当 期 純 利 益

事 業 外 費 用

(単位 百万円)九州電力送配電株式会社



九州電力送配電株式会社 　

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１ 　資産の評価基準及び評価方法

(1) 　長期投資及び関係会社長期投資のうち有価証券

移動平均法による原価法によっている。

(2) 　貯蔵品のうち一般貯蔵品

総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定) によっている。

２ 　固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産は定額法によっている。

３ 　引当金の計上基準

　(1) 　貸倒引当金

　　売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

　　額を計上している。

　(2) 　退職給付引当金

　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

　　務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

　　方法については、給付算定式基準によっている。

　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

　　以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

　　から費用処理することとしている。

４ 　収益及び費用の計上基準

　主要な事業である送配電事業においては、電気の託送供給等を行うことを主な履行義務と

　している。

　当該履行義務に係る収益については、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57

　号）に基づき、主に、毎月の検針により使用量を計量し、それに基づき算定される料金を

　託送収益等として当月分の売上高（営業収益）に計上する方法（検針日基準）によってい

　る。

　なお、これに伴い検針日から期末日までの使用量に係る収益は翌月に計上されることとな

  る。

個　　別　　注　　記　　表
2021年４月１日から
2022年３月31日まで



５ 　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 　連結納税制度の適用

　　九州電力株式会社を連結納税親法人とした連結納税制度を適用している。

(2) 　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ

　　れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度

　　の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に

　　係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３

　　項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

　　第28号　平成30年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債

　　の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

　　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地

　　方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を

　　適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月

　　12日）を適用する予定である。

〔貸借対照表に関する注記〕

１ 　当社の総財産は、社債の一般担保に供している。

　　　社債（１年以内に償還すべき金額を含む）　　　　　　　　　560,639百万円

２ 　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　3,213,897百万円

３ 　保証債務

　金融機関からの借入金に対する保証債務

　　　従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,470百万円

４ 　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権         44,972百万円

　　  長期金銭債務      1,289,439百万円

      短期金銭債務        254,002百万円



〔税効果会計に関する注記〕

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (2022年３月31日現在)

　　　　　 　　 　 (単位：百万円)

  繰延税金資産

　　減価償却限度超過額

　　退職給付引当金

　　その他

　繰延税金資産小計

　評価性引当額

　繰延税金資産合計

　繰延税金負債

　　退職給付信託設定益

　　前払年金費用

　　その他 　－

　繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

〔関連当事者との取引に関する注記〕

　親会社

　　　
　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　(*1) 　社債の発行は、九州電力株式会社に対しＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行した

     　  ものであり、同社が発行した社債等と同様の条件で利率を決定している。

　(*2)   社債利息の支払は、九州電力株式会社に対しＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行

　　　　 したことに係るものである。

　(*3)   資金の借入は、九州電力株式会社に対しＩＣＬ（Inter Company Loan）により借り

　　　　 入れたものであり、同社の借入金等と同様の条件で利率を決定している。

　(*4)   借入金利息の支払は、九州電力株式会社に対しＩＣＬ（Inter Company Loan）によ

　　　　 り借り入れたことに係るものである。

　(*5)   資金の預入は、九州電力株式会社に対して預け入れたものであり、市場金利を勘案

　　　　 して利率を合理的に決定している。なお、取引が反復的に行われているため、取引

　　　　 金額の記載は省略している。

11,397

63,864

31,737

40,399

12,067

27,210

△32,126

△ 2,360

△ 2,165

△ 4,526

会社等 議決権等の所有 関連当事者

の名称 (被所有)割合(％) との関係

社　債 466,555

科　目種 類 取引の内容
取引金額
(百万円)

824,513

132,686

関係会社
短期債務

1,1545,645
借入金利息
の支払(*4)

－
資金の預入
　　　(*5)

－
社債の発行
　　　(*1)

親会社
九州電力
株式会社

 被所有
 直接  100.0

期末残高
(百万円)

社債利息の
支払　(*2)

3,563
関係会社
短期債務

754

資金の借入
　　　(*3)

319,000

事業の内容

電気事業

関係会社
短期債権

28,690

 資金貸借取引
 役員の兼任

１年以内
に期限到
来の固定

負債

94,083

関係会社
短期債務

関係会社
長期債務



〔１株当たり情報に関する注記〕

　１株当たり純資産額　   4,344円03銭

　１株当たり当期純損失　     8円79銭


